
委員よりお求めのあった資料  

（介護保険制度の現状と課題等）   



・  

介護保険導入の経緯意義  

○ 高齢化の進展に伴い、  召の増加  期澗の□明化な  
介護ニーズはますます増大。  

○ 一方、  化の進   化など  、 要介護高齢者を  

支えてきた家族をめぐる状況も変化。   

○ 自立支援…単に介護を要する高齢者の身の回りの世話をするということを  

超えて、高齢者の自立を支援することを理念とする。  

○利用者本位…利用者の選択により、多様な主体から保健医療サービス、  
福祉サービスを総合的に受けられる制度  

○社会保険方式＝・給付と負担の関係が明確な社会保険方式を採用  
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介護保険制度の仕組み  

○ 介護保険制度は、公費50％・保険料50％で運営。（40歳以上が被保険者）   

利用者は費用の1割を負担することで、介護サービスを利用できる。  

○ また、介護保険制度は、3年を1期として運営。（3年ごとに保険料を改定）  

市 町 村（保険者）  
《設置主体》   

○ 在宅サービス   

…法人主体の制限は   

なし   

○ 施設サービス  
…施設毎に、社会福   

祉法人、医療法人等   

に限定。  

費用の9割分  
の支払い  市町村  

12．5％  税 金  
50％  

（平成18－20年度）  

財政安定化基金  居住糞・食費  
全国プール   

サービス利用  

国民健康保険・  

健康保険組合など   
個別市町村  保険料  

原則年金からの天引き   

要介護認定  

加 入 者（被保険者）  

（2．722万人）  （4．276万人）  

（注）第1号被保険者の数は、「介護保険事業状況報告（暫定）（平成19年11月分）」による。   

第2号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、17年度内の月平均値である。  
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介護保険制度を巡るこれまでの経緯  

1997年（平成9年）   12月  介護保険法成立   

第1期  2000年（平成12年）  4月  介護保険法施行   

4月  第1号保険料の見直し、介護報酬改定  

2003年（平成15年）        5月  社会保障審議会に介護保険部会設置  

第2期  
‥イ施行5年後の見直し」について検討開始  

6月  介護保険法等の一部を改正する法律成立  
2005年（平成17年）  

10月  施設給付の見直し   

2006年（平成18年）  4月   
保険法等の一部を改 正する法律の全面施行  

第1号保険料の見直し、介護報酬改定（4月施行分）  
第3期  

2008年（平成20年）  5月  介護保険法及び老人福祉法の一部を改 正する法律成立  
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サービス受給者数の推移  

（万人）400  

300  

200  

100  

2000年4月サービス分  2007年4月サービス分  
□居宅サービス（2007年4月サービス分は、介護予防サービスを含む）園地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービスを含む）  
［コ施設サービス  

出典：介護保険事業状況報告  

※介護予防サービス、地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスは、2005年の介護保険制度改正に伴って創設された。  
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介護保険財政の動向  

① 総費用の伸び ⇒ 介護保険の総費用は、年々増加（8年間で2倍）  
※総費用とは、介護給付費と自己負担（1割）の合計である。  

H12年度実績 H13年度実績 H14年度実績 H15年度実績 H16年度実績 H17年度実績 H18年度実績 H19年度補正後H20年度予算  

②1号保険料の推移（加重平均）   

⇒1号保険料は第1期（H12～14）から第3期（H18～20）で約40％増  

第1期（H12～14年度）   第2期（H15～17年度）  第3期（H18～20年度）  

⇔  ⇒  2，911円  3卜293円  

l  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿  
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平成17年介護保険制度改革の基本的な視点と主な内容  

○明る＜活力ある超高齢社会の構築  ○制度の持続可能性  ○社会保障の総合化  

・軽度者の大幅な  

増加  

・軽度者に対する  

サービスが状態  

の改善につなが   

っていない  

・独居高齢者や  

認知症高齢者の  

増加  

・在宅支援の強化  

・医療と介護との  

連携  

○地域密着型   

サービスの創設  

○地域包括支援   

センターの創設  

○居住系サービス   

の充実  

○居住費用・食費   

の見直し  

○低所得者に   

対する配慮  

○新予防給付の   
創設  

○地域支援事業の   
創設  

○介護サービス   

情報の公表  

○ケアマネジメン   

トの見直し  

○第1号保険料   
の見直し  

0保険者機能の   
強化  
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介護保険制度における施設・居住系サービスの総量規制について  

○ 市町村は、介護保険事業計画において、施設・居住系サービス（特養、老健、介護療養型医療施   

設、認知症高齢者グループホーム、介護専用型特定施設）のサービス利用者数を以下の参酌標準に  づ 基き算定。  

○ 都道府県又は市町村は、介護保険事業（支援）計画において、参酌標準に基づき算定された利用   
者数を踏まえ、上記サービスごとに必要とされる定員総数を定める。  

○ 都道府県又は市町村は、介護保険事業（支援）計画において定めた定員総数を超える場合には、   
指定拒否が可能とされている。  

第3期介護保険事業計画（H18～20年度）における参酌標準   

① 平成26年度における要介護2～5の要介護認定者数を推計。  

② 平成26年度に、介護保険3施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設）と、認知症対応型  

共同生活介護（グループホーム）、介護専用型特定施設の利用考数の合計が、①の37％以下となるように介護保険事   
業計画を策定。  

（※）介護専用の居住系サービス：認知症高齢者グループホーム・特定施設の一部（介護専用型のもの）を想定  

平成16年度  

要介護認定者数（要介護2～5）に対す  

る施設・居住系サービス利用者の割合は  

41％  

平成26年度  

37％以下  

平成16年度  平成26年度  
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（参考）  介護サービス事業者の指定手続の流れ（居宅サービス事業者の場合）  

（居宅サービス事業を行う者）  

∂   



（参考）  介護サービス事業者の指定  

指定拒否の要件  

申請者が以下のいずれかに該当するときは指定をしてはならないこととされている。（第70条第2項）  
■ － ■ ■ 一－ ■■■ － － －－ － －－ － － － － － －－ － －■■ ■■－ － － ■ ■ ■■● ■ ■ ■ ■ － ■l■ ■ － ■ll■ － ■ ■l■ll■■ ■ ● ■lllll－ ■ ■■■ ■ ■■lllllll■ ■■ ■■ ■ －11一 一 － ■ll■ ■ ■ ■ ■ ■ － ■ － ■ ■  

【指定居宅サービス事業者の場合】  

（D法人でないとき  

②人員に関する指定基準を満たしていないとき  

③設備、運営に関する指定基準を満たしていないとき  

④禁錮以上の刑を受けて、その執行を終わるまでの者であるとき  

⑤介護保険法その他保健医療福祉に関する法律により罰金刑等に処せられ、そ   
の執行を終わるまでの看であるとき  

⑥指定取消から5年を経過しない看であるとき  

（指定取消手続中に自ら廃止した者を含む。）  

⑦申請前5年以内に介護保険サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした   

者であるとき  

等  
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平成20年介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律の概要   
介護サービス事業者の不正事案の再発を防止し、介護事業運営の適正化を図るため、法令遵守等の業務管理体制整備  

の義務付け、事業者の本部等に対する立入検査権の創設、不正事業者による処分逃れ対策など、所要の改正を行う。  

（業務中の管理体制）→  （監査指導時）   →  （監査中の事業廃止等）→  （指定・更新時） →（廃止時のサービス確保）  

不正事業者による  

処分逃れ  

○監査中の廃止届により   
処分ができない  

○同一法人グループへの   

譲渡に制限がない  

「一律」連座制の問題  

○組織的な不正行為の有無   

に関わらず→律連座  

○一自治体の指定取消が、   
他の自治体の指定権限を   

過度に制限  

指定・更新  

の欠格事由  

の見直し  

○事業所の廃止届を事   ○新たに事業者単位の   

規制として法令遵守   

の義務の履行が確保   

されるよう、業務管   

○不正行為への組織的   

な関与が疑われる場   

合は、国、都道府県、   
市町村の事業者の本   

部への立入検査塩を   

創設   

○業務管理体制に問題   

がある場合は、国、   

都道府県、市町村に   

よる事業者に対する   
是正勧告・命令権を   

創設  

○いわゆる連座制の仕   

組みは維持し、杢重  

○事業廃止時のサービ   

ス確保に係る重量童   

の義務を明確化   

○事業者がサービス確   

保の義務を果たして  

塑剋へ。また、立入   
検査中に廃止届を出   

した場合を指定・更   

新の欠格事由に追加   

等   

○指定取消を受けた事   

業者が密接な関係に   

ある者に事業移行す   

る場合について、指   

定・更新の欠格事由   

に追加  

皇の有無を確認し、  

但吐等   

○事業者の規模に応じ   

た義務とする  

の可否を判断  

いない場合を、勧告  

・命令の事由に追加  ○広域的な事業者の場   

合は、国、都道府県、   
市町村が十分な情報  ○  

施行期日：公布の日から一年以内の政令で定める日  
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介護職員数の推移（実人員）  

○ 介護職員数は年々増加しており、平成18年現在で約117万人。  

○ 施設は常勤職員の比率が高＜、在宅サービスは非常勤職員の比率が高い。  

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  

介護職   割合   介護職   割合   介護職   割合   介護職   割合   介護職   割合   介護職  
割合   

介護職   割合   

員数  員数  員数  員数  員数  員数  員数  

常勤   357，283   65．1％  409，294  61．9％  450，269  59．6％  517，247   58．4％  592，666  59．1％  656，874   58，4％  691，849  59．0％  
A  
【コ  

非常  
191，641   

勤  
34．9％  252．294  3臥1％  305，541  40．4％  367，736   41．6％  409．478  40．9％  467，817   41．6％  479，963  41．0％  

計  

総計   548，924  100．0％  661．588  100，0％  755，810  100．0％  884．983  100．0％  1，002，144  100．0％  1，124，691   100．0％  1，1了1，812  100．0％   

常勤   210．770   89．2％  223，575  88．0％  232，772  87．7％  245，305   87．1％  258，577  86．7％  268，477   85．9％  272，980  84．8％  
施  

非常  
25，443   10．8％   

勤  
30，376  12．0％   32．788  12．3％   36．175   12．9％   39，564  13．3％   43，892   14．1％   48，773  15、2％  

計   236，213  100．0％  253，951  100．0％  265，560  100．0％  281，480  100．0％  29乳141  100．0％  312，369   100．0％  321，753  100，0％   

在  
146，513   46、9％  185，719  45．6％  217，497  44．4％  271，942   45．1％  334，089  4了．5％  388，39了   47．8％  418β69  49．3％  

宅  

サ  166，198   53．1％  221．918  54．4％  272，753  55．6％  331，561   
l  勤  

54．9％  369．914  52．5％  423，925   52．2％  431，190  50．7％  

ビ  

ス   計   312．711  100．0％  407，637  100．0％  490，250  100．0％  603，503  100．0％  704．003  100．0％  812，322   100．0％  850，059  100．0％   

※介護職員数は実人員。  

※「常勤」とは施設・事業所が定めた勤務時間のすべてを勤務している者、「非常勤」とは常勤者以外の従事者（他の施設、事業所にも勤務するなど収入及び時間的拘束の伴う仕事  

を持っている者、短時間のパートタイマー等）0  資料出所＝「介護サービス施設ヰ業所調査」（厚生労働省大臣官房続計情報部）77   




